
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＲ東日本労働組合 

発責 教育・広報部 

2021年 5月 26日 №320 

 

 

ＪＲ東日本は4月28日

に「2020 年度期末決算」

を発表しました。単体決

算では新型コロナウイル

スの影響を受けて営業収

益（11,841 億円／対前年

△8,769 億円）、運輸収入

（9,543 億円／同△8,385

億円）が 2 期連続の減収、

かつ過去最低を記録。期

末決算としては初めて営

業損失（△4,785 億円）、

経常損失（△5,177 億円）、

当期純損失（△5,066 億

円）を計上しました。 

期末決算の発表を受

け、各マスコミは「ＪＲ

東日本 民営化後 初の赤

字」「ＪＲ東日本、21 年 3

月期は5,779億円の赤字」

など、センセーショナル

な見出しで報じていま

す。 

 

 

 

会社は同時に「変革の

スピードアップのための

投資計画」（2021 年度設

備投資計画）を発表しま

した。「変革 2027」の早

期実現に向けて、収益力

向上に資する成長投資を

積極的に実施していくほ

か、業務改革などに資す

る充填枠投資を着実に実

施するとしています。 

 

＜連結＞ 2021年度計画 2020年度実績  ＜単体＞ 2021年度計画 2020年度実績 

輸送サービス 4,240億円 4,516億円  合 計 5,510億円 5,348億円 

東日本ユニオンは 5 月 26 日、経営側より「現業機関における柔軟な働き方の実現について」の提

案を団体交渉で受けました。現業機関の新設や職名の統合などを実施し「これまでの役割分担にと

らわれない柔軟な働き方を実現していく」としています。 

職名の見直し 

医療関係を除くすべての現業機関における職名を、助役は「副長」に変更し、主務職以下は「主務」

「主任」「指導係」「係員」に統合する。※エルダー社員の職名についても同様に変更する。 

実施期日 令和 3 年度末（2022 年度末）ダイヤ改正（予定）に合わせて実施。 

現業機関の新設 「統括センター」及び「営業統括センター」を現業機関として新設する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

統括センター 

 

 

 

 

 

 

拠 点 駅  

乗務員区 

一部支社機能 
（一部地区セ機能） 

生活サービス、IT・Suica サービス関連業務 

営業統括センター 

 

 

 

 

 

 

拠 点 駅  

一部支社機能 
（一部地区セ機能） 

生活サービス、IT・Suica サービス関連業務 

兼務・連携 

支社、グループ会社、車両センター、技術センター等 

兼務・連携 

乗務員区 

提案時の経営側回答 

・複数の駅と乗務員区を一つにした現業機関（職場）を新設し、駅業務と乗務業務などの「輸送サー

ビス」以外の事業を含めて「業務の融合」をはかる。 

・本施策の実施により、業務実態や立地条件等を考慮して支社境界（新幹線統括本部を含む）を変更

する可能性はゼロではない。 

・「新たなジョブローテーション」の考え方は変わらない。業務を融合しても統括センターで車掌や

運転士の一つの仕事をする社員もいる。個々の業務を見て判断していく。 

・ダイヤ改正以降、順次、現業機関の新設を拡大していく。実施にあたっては各地方で提案を行う。 

・通勤手当の支給経路の算出にあたっては「社員有利」で考える。対応は個別に判断していく。 


